
8

■庶務に関する事項

平成17年6月29日東京都足立区小台１丁目19番１号当社光流通営業本部７階会議室に
おきまして第46回定時株主総会を開催し、次のとおり報告並びに決議されました。
報告事項 第46期（平成16年４月１日から平成17年3月31日まで）営業報告書、貸

借対照表及び損益計算書報告の件

本件は、上記計算書類の内容について報告いたしました。

決議事項

第１号議案 第46期利益処分案承認の件

本件は、原案のとおり承認可決され、株主配当金につきましては、

１株につき7円50銭と決定いたしました。

第２号議案 監査役2名選任の件

本件は、村橋忠雄氏が再選、新たに、村橋裕司氏が選任され、それぞ

れ就任いたしました。

第３号議案 会計監査人選任の件

本件は、永和監査法人が新たに選任され、就任いたしました。

第４号議案 退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

本件は、原案のとおり退任監査役信太哲治氏の在任中の労に報いるた

め、当社所定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈す

ることとし、その具体的金額、贈呈の時期及び方法等につきまして

は、監査役の協議に一任することで承認可決されました。

当期中における主たる登記事項は次のとおりであります。

平成17年6月30日 監査役に関する登記

監査役 村橋忠雄の重任、村橋裕司の就任

株 主 総 会

登 記 事 項



9

■株式に関する事項
発行する株式の総数 57,200千株
発 行 済 株 式 総 数 18,700千株
当 期 末 株 主 数 404名
当期中名義書換件数 55件
当期中名義書換株式数 2,327千株

大  株  主

株式の分布状況

（1） 所有者別

（2） 所有数別

株   主   名 持  株  数 議 決 権 比 率

株式会社 光        商

株式会社 久        伸

株式会社 久        光

株式会社 松        栄

株式会社 り そ な 銀 行

東京海上日動火災保険 株式会社

新 光 証 券 株式会社

シージーエムエル ー アイピービー
カスタマー コラテラル アカウント

師 岡 通 雄

株式会社 東 京 光 商 事

11,191

2,145

2,145

1,001

440

330

200

103

65

35

60.3

11.6

11.6

5.4

2.4

1.8

1.1

0.6

0.4

0.2

千株 ％

区  分

区  分 5,000 千株
以 上

1,000 千株
以 上

500 千株
以 上

100 千株
以 上

50千株
以  上

10千株
以  上

５千株
以 上

1千株
以 上

１千株
未 満 合 計

株 主 数

所有株式数

所有株式数

株 主 数

政府・地方
公共団体 金融機関

4

777

―

―

1

11,191

3

5,291

4

1,073

1

65

30

454

21

132

305

481

39

10

404

18,700

証券会社

5

233

その他の法人

56

16,714

外国法人
（うち個人）

2
（－）

113
（－）

個人・その他

337

861

合  計

404

18,700

名

名

千株

千株
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■財務諸表

（注）1．有形固定資産の減価償却累計額 9,204,961 千円
2．担保に供している資産 預    金 1,091,182 千円

建    物 658,788 千円
構 築 物 5,217 千円
土    地 661,829 千円
投資有価証券 762,885 千円

3．商法施行規則第124 条第3号に規定する純資産額 709,266 千円
4．期末における発行済株式の種類及び総数 普 通 株 式 18,678,210 株
期末に保有する自己株式の種類及び株式数 普 通 株 式 21,790 株

貸借対照表
（平成18年3月31日現在）

千円千円流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
通貨オプション資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
借 地 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
親会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
貸 倒 引 当 金

7,978,742
1,514,030
2,012,684
1,503,650
1,447,482
500,521
6,820
45,992
72,320
512,802
367,971
△5,534

32,614,264
28,469,340
8,672,911
296,321
5,057
14,105
59,158

18,966,070
455,715
145,400
103,336
3,720
38,343

3,999,524
1,659,022
2,327,726
16,031
△3,256

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
預 り 金
親 会 社 前 受 収 益
前 受 収 益
賞 与 引 当 金
通貨オプション負債

固 定 負 債
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
長 期 預 り 敷 金
負  債  合  計

3,261,153
1,262,845
498,439
500,00 0
277,81 9
10,381
484,220
5,541
84,750
121,98 7
14,781
386

2,218,725
454,841
85,587

1,678,296
5,479,878

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益
株式等評価差額金
自 己 株 式
資  本  合  計

3,887,500
4,947,500
4,947,500
25,582,506
576,30 0

23,804,435
4,435

23,800,000
1,201,771
709,266
△13,644
35,113,128

科    目 金   額金   額科    目

40,593,007負債及び資本合計40,593,007資 産 合 計

資  本  の  部

負  債  の  部資  産  の  部
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損益計算書
（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで）

経
 
常
 
損
 
益
 
の
 
部

特
別
損
益
の
部

営 業 損 益 の 部
営  業   収   益

売 上 高
営  業   費   用

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営  業   利   益
営 業 外 損 益 の 部
営  業  外  収  益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
為 替 差 益
オ プ シ ョ ン 評 価 益
受 取 オ プ シ ョ ン 料
そ の 他

営  業  外  費  用
支 払 利 息
支 払 オ プ シ ョ ン 料
そ の 他

経  常   利   益
特  別   利   益

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特  別   損   失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
貸 倒 損 失
役 員 退 職 慰 労 金

（注） 1．親会社との取引高 売 上 高 968,580 千円
営業取引以外の取引高

受 取 利 息 28,515 千円

2．1株当たり当期純利益 62円75銭

重要な会計方針
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）たな卸資産

商品      移動平均法による原価法
（2）有価証券

子会社株式及び 移動平均法による原価法
関連会社株式
その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

（3）デリバティブ   時価法
2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産   定率法によっております。

千円 千円

9,346,988
869,96 7

41,018
9,809

248,229
423,957
105,37 5
9,514

6,981
105,37 5
2,135

14,189
6,170

5,301
121,486
758,56 6
1,000

12,494,210

10,216,956
2,277,254

837,903

114,491
3,000,666

20,359

886,354
2,134,671
941,811
20,694

1,172,165
29,605

1,201,771

金        額科        目

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
損益計算書上の当期純利益 1,172,165 千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
（うち利益処分による役員賞与金） （－千円）
普通株式に係る当期純利益 1,172,165 千円
普通株式の期中平均株式数 18,680,430 株

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益
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なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、3年間均等償却によっております。

（2）無形固定資産   定額法によっております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

（3）長期前払費用   定額法によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
（2）賞与引当金    従業員の賞与支払に備えるため、支払見込額に基づき計上しております。
（3）退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当会計期

間末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定方法は簡便法によっております。

5. その他計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計処理の変更）
当営業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成14
年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）
を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

利益処分

役  員（平成18年6月29日現在）

代表取締役社長 安 岡 光 雄
取締役副社長 安 岡 久 男
専 務 取 締 役 安岡久五郎
常 務 取 締 役 安 岡 松 雄
取  締  役 大久保直樹
常 勤 監 査 役

監  査  役 村 橋 忠 雄
監  査  役 村 橋 裕 司

項        目 金        額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額

固定資産圧縮積立金取崩額

合       計

Ⅲ 利 益 処 分 額

1. 株  主  配  当  金

（１株につき7円50銭）

2. 任  意  積  立  金

別  途  積  立  金

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益

円 円

140,086,575

1,000,000,000

1,201,771,175

243,930

1,202,015,105

1,140,086,575

61,928,530
（注）固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法によるものであります。

（大阪支社長）

（営業本部長）
営業副本部長
営 業 部 長（ ）
社 長 室 長
総 務 部 長（ ）


